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ソ連における消費財流通システムと
商・エ関係
? ? ? ?
はじめに
「社会主義計画経済と消費者主権」というテーマを考える場合，社会主義
経済のもとでの市場のあり方や商業の機能・役割についての理解が不可欠と
なる。この社会主義と消費財通通システムについてこれまで欧米でなされて
きた諸種の議論をみると，この分野が「経済改革」を経た今日の社会主義経
済における最大のネックの1つであるとして否定的なとらえ方をしているも
のが少なくない。最近のものでは， A.ノー ブは， ソ連について商業が低い
優先度と労働者の賃金・モラル，劣悪な設備や財務状態，適切な土地・建物
や貯蔵場所の欠如，必要な情報の不足などのために消費者需要の適切な充足
に成功していないと指摘し，さらにこうした状況を克服していくうえでの大
きな困難が存在しているとして商業機関における官僚制となによりも慢性的
な売り手市場の存在をあげる。ソ連では売り手が買い手を直接には顧慮しな
い結果， 「売れない低品質の旧式の商品の膨大な在庫」が常態化するのであ
本稿は，社会主義経営学会第7回大会 (1982年4月5~6日，於横浜市立大学）で
の報告（「ソ連における需要充足・「合理化」の展開と流通システム」）の一部を加筆・
補正したものである。報告に際しては代表討論者である寵谷大学片岡信之助教授はじ
め諸先生方より貴重なご教示を賜わっナふ深く感謝する次第である。
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(1) 
る。 また， M.エルマンは， CMEA諸国の消費の特徴を「不足と行列」に
おいてとらえ，消費者需要の充足の点でとくにソビエト経済にみられるフォ
ーマルな割当てシステムの無力さを強調する。それは平等主義，ニーズ原理
などの種極面をもつが，効率的な需給管理のためにはやはり買い手市場の確
(2) 
立や市場ないし競争原理の導入が不可避であるという。
これらの議論は，従来公式的に主張されてきた真の消費者主権は社会主義
国においては無条件に保障されるとか，社会ー一集団—個人および生産者
＿消費者の経済的・社会的利害関係の一致といったきわめて規範的なとら
え方の非妥当性とその背後で現実に進行している深刻な事態と問題性を鋭く
指摘するものといぇょう。
反面， A.ノーブらの見解は多分に静態的，類型的という欠陥をもってい
る。社会主義諸国内部でも60年代以降， 「経済改革」の展開のなかでこうし
た硯状を率直に駆めそれを打開しようとした試みがなされ，それなりの成果
(3) 
をあげてきていることも見逃せない。これまでこの分野での改革がもっとも
遅れていたソ連でも，たとえば1981年の第26回党大会で，住民がどのような
消費物資をどの位の時間をかけて購入しているかなどその消費様式，そこに
示される各人の需要と欲求を具体的に配慮することが住民の消費需要の充足
とそのための商業や公共•生活企業のサービスの改善の不可欠の前提として
. (4) 
正面から取り組むことが強調されるなど，のちにみるような一連の改革がす
(1) A. Nove, The Soviet Economic System, George Allen & Unwin, 1切7,
pp. 252-265. 
(2) M. Ellman, Socialist Planning, Cambridge Univ. Press, 1979, pp. 207-
220. 
(3) 東欧の最近の動向については， A.. C. Samii, Marketing and Distribution 
System in Eastern Europe, Praeger Publishers, 1978,および鈴木幾多郎「計
画経済的流通の問題点」竹浪祥一郎ほか， 「計画と市場」勁草書房， 1981年，な
どに詳しい。
,(4) Mamepua/I,“XXVlc認3aakncc.《IIOJIHTH3邸 T》,M.,1981, CTp. 48-49. 
（ソ連大使館広報部編訳「ソ連共産党第26回大会資料集」ありえす書房，1981年，
54-55ページ〕。
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すめられつつある。
と同時にさらに立ち入って考えるなら，こうした動きが消費者選択の自由
や消費者主権の十全な展開とどのように結びついているかということが問題
になる。それは今日の生産・流通システムの改善の試みを具体的にあとづけ
ることによって可能であるが，あわせてこのいわば「消費者中心志向」が社
会主義計画経済のもとではいかなる意義をもつものであり，どのような方向
において追求されうるのかということが常に念頭におかれねばならない。も
ともとこの概念は，現代資本主義のもとでのマーケティングの展開のなかで
独占資本による独占的高利潤をめざした市場・流通支配に消費者を包摂する
(5) 
ための経営理念・イデオロギーである。この点でさきのA. ノーブらには，
資本主義的競争とマーケティングのもとで消費者が購買・消費に際して自立
的で自由な選択と意思決定の能力をもはや喪失して独占の管理対象となって
いることへの批判がない一方，社会主義的計画性と市場＝競争および消費者
概念との非両立性を固定的にとらえているという問題点がみられる。現代資
本主義ないし硯存社会主義のもとでの消費者の地位と役割，いわゆる消費者
問題のあり方とその要因，消費者運動の展開方向と課題についての具体的で
正しい理解が求められる所以である。
その場合，鍵をにぎっていると思われるのは生産と消費の相互作用の態様
であり，消費者が生産（ないし生産者）によっていかに規定され，また逆に
生産（ないし生産者）にたいしていかに作用しうるのかということである。
その意味で森下二次也教授が「消費者が生産から疎外されているかぎり消費
者問題は決して根本的に解決されることはない」と硯代資本主義のもとでの
固有の消費者運動の限界について指摘したのち， 「それが完全に解決される
のは消費者が消費者であるとともに生産者でもあるような体制のもとにおい
てだけである」と言及されている点は，現代社会主義に求められている課題
(5) 詳細は，保田芳昭「マーケティング論研究序説」ミネルヴァ書房， 1976年を参
照されたい。
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(6) 
およぴ展望としてみたとききわめて示唆に富むものであるといえよう。
本稿では，さしあたりソ連における消費財の実硯過程の計画的・市場的規
制の現段階と商・エ関係を中心とするその改編のプロセスないし問題点の考
察を通じて冒頭にかかげたテーマにアプローチしようとするものである。
I 福祉向上の現局面と需給バランスの管理
(7) 
今日のソ連における国民の生活水準についてその概略をみよう。 1980年の
国民所得は4,585億ループリで1970年にくらべて62％増大した。第10次5カ
年計画期 (1976~80年）の利用国民所得2兆450億Jレーブリのうち 1兆6,250
億Jレーブリ (79.5%）が直接および間接に国民生活の維持・向上にあてら
れ，それは第9次5カ年計画期 (1971~75年）を26％上回っている。国民1
人当り実質所得は1980年には70年にくらべ46％増，対75年比で約18％増と伸
ぴ率は国民所得全体と同様に低落傾向を示しながらも増大している。
労働者・職員の家計支出構造を1970~80年についてみると表ー1に示すよ
うに，食費が35.6％から 32％に減少した反面，繊維製品・衣料•履物や家具
・耐久消費財への支出はそれぞれ15.8％から16.5%,5.9％から7.3％へと増
加している。物質的財貨の消費水準について同じく10年間の動向は，表ー2
によると，まず食料品では，卵 (49.7%），植物油 (26.5%），食肉・肉製品
(18.8%），野菜 (13.4%）が増大しているのにたいして， じゃがいも (13.
8%）， 穀物製品 (6.7%)はいずれも減少となっている。軽工業製品は全般
に増大したが，内訳は繊維製品 (13.8%)とくに絹織物の消費が40.4％増，
（．6) 森下二次也「現代の流通機構」世界思想社， 1974年， 224-225ページ。ほかに
消費者問題，消費者主権，消費者運動については，小谷・保田編著「現代日本の
消費者問題」ミネルヴァ書房， 1980年，小谷正守「現代消費経済の基礎理論」ミ
ネルヴァ書房， 1981年において包括的でより立ち入った考察がなされている。
(7) 社会主義のもとでの生活水準のとらえ方，ソ連におけるその最近の全般的な状
況についでは，長砂賓「生活水準と生活様式」長砂・芦田編「ソ連社会主義論」
大月書店， 1981年が詳しい。
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表ー1 工業労働者・職員の家計支出構造 （パー セント）
1 1970年 |1975年 |1980年
食 費 35.6 32.9 
購 入 費
繊維製品，衣料，履物 15.8 15.9 
家具，耐久消費財（自転車，オートバイを含む） 5.9 6.9 
建設資材 0.5 0.5 
燃 料 0.4 0.3 
社会・文化，生活サービス費 23.4 23.5 
教育，医療その他 14.0 14.2 
家賃，公共サービス，住宅維持 2.6 2.6 
蓄積（現金，貯金局への預金その他の増加） 4.0 5.3 
税 金 7.3 7.9 
その他の支出 7.1 6.8 
合 計 | 100 I 100 I 
（注）社会・文化，生活サービス費には計上されていない費目が含まれる。
（出所） Hapo.zi;aoexos碑 CTBOCCCP #B 1980r., cTp. 383. 
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衣類（上着・下着）が22.6彩増となっている。耐久消費財は 100家族当りの
保有台数で，冷蔵庫が168.8彩増で86台，電気掃除機が141.7彩増で29台，テ
レビ（白黒）が66.7％増で85台，オートバイ類が42.9彩増で10台，洗濯機が
34.6彩増で70台などときわめて高い伸び率を示している。
このような国民の生活水準の向上したがって消費財需要の高度化・多様化
に対応して商業の構造も表ー3のように変化してきている。国営商業，協同
組合商業，コルホーズ商業を合計した小売商品取引高は， 1980年には対70年
比74.3彩増の2,779億Jレープリであり，第10次5カ年計画期全体では24.4%
増大した。国営・協同組合商業だけをとってみると 2,465億Jレープリで対70
年比75.8％増となっている。小売商業従業員数は約473万人で25.6彩増，小
売商業企業数は 695,200で1.9％増（近年は漸減傾向）， そのうち商店数は
53~,400で 6.5彩増，売場面積は 4,610万rrl と 46.3彩増である。
小売商品取引構造をみると， 1970年には全商品のうち食料品，非食料品の
割合が55.5％対44.5彩であったが， 非食料品の比重が年々増加し 80年には
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表ー2 消費水準の向上・変化
I 1970年 I 1975年 I 1980年
！ 食肉，肉製品 48 57 57 牛乳，乳製品 307 316 314 卵（個） 159 216 238 
人ヽキ 魚，魚製品 15.4 16.8 17.0 
口ロ 砂 糖 38.8 40.9 42.2 ーグ
奇： 植物油 6.8 7.6 8.6 じゃがいも 130 120 112 
岸阿← 4 
野莱， うり類 82 89 93 
果物，醤果 35 39 34 
穀物製品 149 141 139 
軽 繊維製品 (ni)
孤 4 1 
32.5 34.6 
土麿
綿織物 22.0 22.5 23.8 
毛織物 2.7 2.8 2.7 
絹織物 4.7 5.9. 6.6 
蝠←一、 麻織物 1.8 1.8 1.5 
上着類（着） 1.8 2.0 2.1 
下着類（着） 4.4 
貪り
3.5 3.9 
靴 下（足） 6.0 6.1 6.8 
‘ヽ---9 
皮 靴（足） 3.0 3.2 3.2 
懃； 時 計 411 455 518 ラジオ受信機，ラジオ 72 79 85 テ レピ 51 74 85 
力 メ ラ 27. 27 31 
冷蔵庫 32 61 86 
洗濯機 52 65 70 
電気掃除機 12 18 29 
オートバイ，スクーター 7 8 10 
自転車，原付自転車 50 54 49 
ミ シン 56 61 65 
（出所） Hapo仄Hoexoa雌CTBOCCCP B 1980r., CTp. 405-406. 
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50.8％対49.2％とその地位を逆転しつつある。食料品では全休で59.4％の伸
ぴであったが，卵 (144.9彩増），茶 (108.1彩増），野菜類 (108.0彩増），食
肉・肉製品 (61.1％増）が激増した反面，塩 (15.3彩増），砂糖 (22.7彩増）
パン・パン製品 (23.6彩増）とその伸び率は低い。非食料品は全体で92.9%
増であるが， 文化・日用品の伸ぴが166.2彩増と著しく， 次いで化粧石鹸
(163.4彩増）， 合成洗剤 (117.9彩増）， 小間物・糸 (104.2彩増）となって
いる。なかでも自家用車は約17倍，宝石は約9倍，家具・じゅうたんは3倍
弱，時計，食器・陶磁器は 2倍強と耐久消費財を中心とした販売量の急増が
(8) 
大きな特徴である。
しかしながら，これらの消費財消費にみられる今日のソ連の生活水準は国
際的水準とぐに先進資本主義諸国との対比では決して高いものではなく，ま
た硯段階の国民の消費財需要の充足という点でも総額と品目・品質の双方で
(9) 
不十分であるといわざるをえない。それは住民の預金水準の動向にもある程
度うかがわれる。貯金局，連邦国立銀行への預金総額は1980年には1,567億
1,600万ルーブリで70年の約3.4倍，その国民所得比率は16.1％から34.2彩，
人口1人当り預金額は193.4ループリから 592.5ループリヘと増大している
（ただし前年比伸び率は75年をピークに減少し80年では7.0彩増と落ち着き
をとりもどした）。労働者・職員の家計支出に占める預金ないし硯金蓄蔵の割
合は70年の4.0彩にたいして78年には7.2彩にも達した（表ー1を参照）。
他方，この消費財とりわけ耐久消費財への住民の需要の不充足したがって
「不足」が，過大な商品在庫ないし「滞貨」と結びついていることも指摘さ
れている通りである。卸・小売商業お＇よぴ工業における商品在庫の動向を表
-3によってみると， 1980年には約671億ループリで対70年比46.8彩増であ
(8) Hapo仄HoeXOS雌CTBOCCCP B 1980 r.,《<l>Hi紐HCUHCTaTHCTHKa》,M.,
1981, CTp. 429-430. 
(9) ごく最近の動向としては， 1981年11月の党中央委員会総会によれば，繊維，履
物，メリヤス製品，文化・日用品の生産が増大している反面，食料品とくに食肉
・乳製品や綿織物その他の供給が停滞し需要充足上のネックになっているといわ
れる。 CM.《3KOHOM四 ecKaHraseTa》1981,給． 47.
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った。 78年には対前年比でマイナスを記録したり対75年比で15.4彩増と改
善がみられるが， 79~80年にかけて再び8.2彩増と激増傾向を示している。
内訳は小売商業が約538億 Jレー プリ (8割），卸・工業が約133億Jレー プリ
(2割）となっている。
消費者需要の不充足は国民の物質的福祉の向上を妨げるだけでなく，貨幣
預金増を通じて住民の所得の計画外再配分や労働にたいする剌激の低下をま
ねき，ひいては社会的生産増やその効率向上にたいしてマイナスに作用せざ
るをえない。 ここより消費者需要の高度化・多様化に対応した需給バラン
スの達成，そのため諸種の需給バランス要因-CD消費財生産の量と構造，
③住民の貨幣支出の水準と規模，⑧国家小売価格・サービス料金の水準と構
成，④販売・配送システムの能力など一の効率的な管理が課題として提起
(10) 
された。
具体的には，一方で，消費財生産増や国家価格を通じた需要構造にたいす
(11) 
る統制が不可欠となるが，他方では，近年とくに重視されてきているのが消
費財流通システムの再編・整備である。このうち農産物流通については，野
菜，果物， じゃがいもの生産総額の4分の1以上が輸送・保管過程でいたん
でしまうという硯状を打開するために， 1980年初めの貯蔵所確保の水準が国
営商業で約75鍬協同組合商業で約50％しかないという保管ないし輸送休制
を強化すること，農産物の生産ー加工の一体化をめざした農エコンプレック
(12) 
スのいっそうの発展がはかられねばならない。
工業品流通では需要分析・予測をはじめとする科学・研究活動の役割の重
視，そのために BHHHKC (「消費財需要・商況調査にかんする全連邦科学
(IO) B. Ma炊ep,Hapo初oe6、⑫ococmonHUeu nompe6i皿 e.1tbc≪ui,cnpoc,《Bo-
npOChl SKOHOMHKH》1981,M. 2, CTp. 57. 
(11) CM. M.八apbnH.IIH,.llymu yiJoB.ltemBopeuun nompe細 cmea昭 ceル匹兄
≪Bonpochl SKOHOMHKH》1981,'_Nil2, CTp. 52-53, B. Mail:ep, Y≪邸． CO't.,
CTp. 62-63. 
(12) CM. M.八ap紐皿H,y,cas. CO't., CTp. 45-47. 
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研究所」）などの活動の質を引上げることが強調されている。機械化， セル
フ・サービス化など商業の技術的装備の向上も重要な課題である。 1981年に
は商業の物質的・技術的基礎の向上にむけた基本投資として13億Jレーブリが
計上され，設備の近代化・機械化，売場面積の拡張，セルフ・サービスヘの
移行がすすめられる一方，百貨店，専門店，企業直営店などの出店が促進さ
れた。 その結果， セルフ方式は 81年末段階で小売商品取引高の6割に近づ
き， 1店当り売場面積は80年には86.6mと対70年比37.7％増，また従業員1
人当り商品取引高は 1940年を100としたとき70年に161,80年には 185となっ
た（表ー3を参照）。 また住民にたいする商業サービスの向上と商業労働者
(13) 
の責任の引上げも繰返し求められている。
こうした一連の商業改善措置をより実効あるものにするためにも商業にお
ける計画化・管理方式の改編が必要であり，しかもその措置が真に＇消費者サ
イドに立ったものとなりうるかどうかはまさにこの改編の動向に左右される
といっても過言ではない。次にそれをみよう。
I 79年「7月決定」と計画化・管理の改編
工業品流通システムとりわけ商業における計画化・経済メカニズムの本格
的な改編の契機となったのは， 1979年7月の党・政府決定「計画化の改善お
よび生産効率と活動の質の向上にたいする経済メカニズムの作用の強化につ
(14) （15) 
いて」である。この決定は，すでに指摘したように，（1）計画活動の水準の向
(13) CM. A. CTpyea, Ycne皿HOpe皿amb・aaiJa四， nocmau邸 Huenapmuea 
《Co即 TCKaxTOprOB証》（)KypH紅） 1980, J¥li, 3, CTp. 5-9, 《CoBeTCKaH
. TOproB証》（ぷypHaJI)1982，:Nil. 3, CTp. 6. 
(14)《珈OHOMH匹 cKaHraaeTa》1979,玲． 32.望月喜市氏により邦訳がなされて
いる（「スラプ研究」 1980年， 25号）。また，これを論評したものとして，岡田進
-「ソ連の新しい計画＝管理制度」「日ソ経済調査資料」 No.576, 1980年5月，
宮鍋識「ソ連経済改革の新段階」「経済研究」第31巻第4号， 1980年10月，など
．がある。
(15) 拙稿「経済管理と計画化方式」（第一．二節）長砂・芦田編前掲書を参照された
ぃ。
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上にかんする措置，（2）生産設備・施設の稼動開始の促進と投資効率向上にか
んする措置，（3）ホズラスチョートの発展および経済的槙杵と剌激の役割の強
化，を柱とした［経済メカニズム改善の総合プログラム」であり，主として
工業および建設部門を対象としてはいるものの65年以降の諸改革を総括・集
大成し，硯段階のソ連の経済管理・計画化システムに内在する構造的欠陥の
克服を意図したものであった。したがって当然それは，生産規模の増大，経
済連関の複雑化，「科学・技術革命」，なによりも住民の消費財需要の発展な
ど国民経済のあらたな要求にこたえて商業における計画化・経済運営の水準
を引上げるうえでもその一大指針としての役割をもつものといえよう。
商業の分野では大きく 3つの課題，すなわち，（1）計画指標体系の改革，（2)
安定的な利潤配分システム，（3）商業企業の経済的自主性の強化，が提起され
(16) 
ている。
第1の計画指標休系の改革であるが，それは，商品取引高と利潤総額とい
う従来の商業企業の活動成果評価指標にたいする反省にもとづいている。
(17) 
M.ダルビニャンによれば，そうした指標は利潤指標でさえも基本的に商品
販売量に依拠せざるをえないという仕組みのもとでは価値表示での商品実現
潟の増大を剌激しはするが，その商品取引の構造とか商品の品質とかにたい
してはあまり剌激効果をもたない。その結果， しばしば豊富にある商品を犠
牲にして「不足」品を販売するとか住民の需要充足や品質の向上を考慮しな
い販売がみられたという。問題はなにによって商業組織・企業の活動の効率
と質を客観的に評価するのかということである。
この点ではすでに1977年7月の党・政府決定「商業のいっそうの発展にか
(18), 
んする措置について」にその改革の基本方向をみることができる。そこでは
(16) CM. M. l1,ap&HH只H.n06UCumb ypo6邸 b ma1t060a u X03”ucm6emのa
pa6ombl,《CoBeTCKaHToprOBJI只》（mypHaJJ)1979,婦． 11,CTp. 3-8. もちろ
ん，そこではこのように整理されたかたちでのぺられているわけではない。
(17) TaM淑e,CTp. 3 .. 
(18) Pewe1tuR napmuu u npasumeルcm6ano X03”acm6e呻 “sonpoca,ie,
TOM 12,《ITOJIHTH8八aT》,M.,1979, CTp. 45. 
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商業企業の活動上の当面の緊急課題として，①商業従業員の労働生産性のい
っそうの増大，③固定フォンド，基本投資，物的資源の利用効率の向上，⑧
商品回転率の加速化にむけた商品供給システムの導入，④住民の需要のより
完全な充足と商業サービスの著しい改善， が強調されている。 また， 79年
「7月決定」では，①契約（注文）に応じた品目別納入計画の遂行，R労働
生産性の向上，⑧生産物の品質改善，④利潤の増大または原価の引下げ，の
4指標があげられた。
これらを受けて，一方で現物表示（たとえば何着，何足，何キログラムな
ど）での商品販売高指標の役割を高めながら，他方で，次の 2つが追加的指
標として主張されている。 1つは， 「労働生産性の増大」指標（ないし商品
取引高増のうちこれによって達成される部分の指標）である。新技術の導
入，追加的な基本投資，管理の再組織，商店の再建，セ1レフ・サービスヘの
移行の効率が，まず労働生産性にもとづいて評価されることになる。いま 1
つは，商品在庫の機能効率を示す「流動資産の利用効率」指標である。商品
在庫ノルマチーフの決定権限を各商業企業に付与しながら，これを通じて商
品回転率の加速化と適正な量およびアソートメントでの商品供給の確保がは
(19) 
かられる。
第2は，利潤配分システムの安定化である。従来は，企業利潤のうち未配
分利潤の割合が大であったため優良・中位（・不良）企業の同列化を導き，
資源利用の改善への商業企業の関心とイニシアチプ，社会主義的企業心の発
揮が制約されるという欠陥をもっていた。これについても 5カ年計画課題に
もとづいた年度別差額をともなう安定的な利潤配分ノルマチーフの設定，利
潤のいわゆる「ノルマチーフ・按分方式」への移行どいう「7月決定」を商
業（国営商業）に適用し，国庫納入額と企業留保利潤の双方を確保・増大さ
せるとともに，その剌激機能を十分発揮させてホズラスチョート的運営の条
件を拡大することが考えられている。こうして保障された企業内の資金は，
基本投資の自己融資，中・長期銀行信用の償還，流動資産増の確保，科学・
(19) M.八apbHH只H,.YKa3. Cott., 1979, CTp. 6-7. 
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(20) 
技術発展フォンドや経済的刺激フォンドの形成などにむけられる。
以上が商業活動の計画化・管理メカニズムの改善にむけられた新しい措置
であるとすれば，第3は，そうした商業企業・組織の経済運営の枠組み，そ
の活動の方向づけにかかわる問題である。すなわち，消費財生産・流通の計
画化と管理が真の消費者の要求に依拠しながらおこなわれるためには商業は
いかなる役割を果たすべきかということである。より具体的には商・エ間の
契約を通じた長期直接経済連関の確立による消費財の適正かつ円滑な生産・
流通体制の創出と，その必要条件である商業企業・組織の経済的自主性の強
化および責任の引上げである。節をあらためてそれを詳しく考察しよう。
m 消費財納入システムと商・エ関係の改善
(21) 
1981年2月，「消費財納入にかんする新規程」が連邦閣僚会議で承認され，
7月より実施に移された。その目的は，具体的種類の点で商品にたいする住
民の需要のより完全な充足と最終消費者へのその補給の確保である。そのた
め商品納入は，製造者＝生産合同・企業と卸・小売商業企業，資材・機械補
給機関消費者＝生産合同・企業，およぴ卸売商業企業と資材・機械補給機
関，小売商業企業，最終消費者のあいだで契約にもとづいておこなわれる。
あるいはこの契約を通じて両者は経済連関を結ぶ。契約の項目は，①名称，
量，アソートメント，③品質，格付け，取揃え，⑧契約期限と納期，④商品
価格と契約総額，⑤荷造や包装，⑥出荷，配送，引渡し方法，⑦支払要件，
などとなっている。
(20) TaM況e,CTp. 5-6. より詳細な考察は， 田中雄三「ソ連工業における利洞配
分の新方式」「龍谷大学経済経営論集」第21巻第3号， 1981年11月，ないし前掲
拙稿（第2節）を参照。
(21) 《9KOHOM四 ecKa.Hra3Ta》1981,N2. 21, 従来の「消費財納入規程」は， 1969
年4月に連邦閣僚会議決定によって承認されたものである。 CM. PellleHuR 
napmuu u npaoume.llbcm8a no X03”acm6邸ゆば oonpoca.M,TOM. 7, 
《I10JIHTH3仄aT》,M.,1970, CTp. 358-392. 
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ここでこの契約ないし経済連関は当事者間だけで成立するのではなく，製
造者＝生産合同・企業への卸・小売企業， 消費者など， および卸売商業企
業への卸・小売商業企業， 最終消費者などの 「配属通知」 (HSBemeuue o 
npHKpen孔eH皿）にもとづく。 いいかえると省・庁， ゴスプランなど中央計
画機関による一定の規制＝「計画的基礎」の枠内でのみそれは成立しうるの
である。もちろん省・庁などが傘下の製造者＝生産合同・企業などの生産計
画にたいしてその合意なくして納入量，期限，アソートメントの変更をもた
らすというような過度の介入は規制されているが， これが第1の特徴であ
る。
第2に，契約の安定性を確保するために長期直接経済連関による納入契約
は5カ年で締結され，契約遂行の一方的拒否や契約条件の一方的変更は許さ
れていない。契約の変更ないし破棄は双方の協定にもとづいてのみ可能とな
るのである。
第3に，契約遂行にたいする財産上の責任がこれまで以上にきびしく規定
されるなど買い手側＝卸・小売商業企業，資材・機械補給機関，消費者＝生
産合同・企業，最終消費者の利益の擁膜が意図されている。買い手側はそれ
に割当てられた以上の商品または不必要な商品の納入契約締結を拒否するこ
と，また 5日以内であれば納入者との合意にもとづいて商品納入契約の受理
を拒否することが可能である。さらに納入された商品が品質の点で規格，技
術的条件，見本と異なる不良品と駆定された場合，買い手側は商品の受領・
支払を拒否し20彩の罰金を，欠陥品にたいしては2％の罰金，とくに高品質
製品には実に30彩の罰金（新規）をそれぞれ徴収する権限を付与されてい
る。一方，納入側は，買い手側との合意なしの納入，契約外納入，契約遮反
をともなう納入にたいして 2％の遮約金を支払わねばならないほか，納入の
遅れや不足にたいしては従来2~3彩であった遣約金が一律5彩に引上げら
れた。また，出荷予定遮反にたいする 1彩の罰金を納入側が買い手側に支払
うことがあらたに定められている。
しかしながら，この「新規程」にもられた消費財納入の連続性・リズムと
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必要な品質・品目の確保，国家・契約規律進反にたいする責任の引上げが実
際に可能かどうかは，さきにあげた諸種の経済連関のうちとりわけ商・エ間
の適正かつ緊密な関係とその消費者のニーズヘの方向づけに依存する。この
ような認識にもとづいて79年「7月決定」では，連邦商業省総管理局と工業
合同のあいだで5カ年の協定を締結することが明記されている。アソートメ
ントの更新，仕上げ，外観・包装の改善や商業の注文にたいする生産合同・
企業の責任とともにこの注文にたいする商業の責任を引上げる課題，試作新
製品， 特定流行品の価格設定や商業割引の格差づけが提起された。 さきの
「新規程」でも連邦商業省総管理局と工業合同のあいだで住民の消費財需要
のより完全な充足にむけた措置とその未遂行にたいする責任とを規定する 5
カ年協定を締結することが言及されている。
これを受けて1981年5月にはその実施要項とでもいうべき「連邦商業省総
(22) 
管理局と工業合同のあいだの5カ年協定締結の方法と期限にかんする規程」
が連邦閣僚会議付属国家仲裁所の決定により承隠された。これによると協定
の締結は，大略次のような手順でなされる。 (1)共和国商業省は同工業省，ゴ
スプランと連邦商業省に，連邦商業省は同ゴスプラン，ゴススナプ，工業省
＝納入者に 5カ年の（年度区分つき）「割当申請書」 (3皿BKa) を提出する。
(2)連邦工業省＝納入者は同ゴスプランの指導のもとに傘下の工業合同に原材
料，生産量，品目分類のリミットを設定するとともに共和国ごとのその課題
を連邦商業省に通知する。そのリミットは生産合同・企業，共和国商業省に
も通知される。 (3)連邦商業省は共和国ゴスプラン，同商業省に事前の割当フ
ォンド量を通知し，共和国商業省はそれを考慮して同卸売商業組織にたいし
て指標を設定する。 (4)生産合同は上級機関から受けとった生産量にかんする
課題，原材料のリミット，卸売商業組織からの割当申請書にもとづいて現物
表示ないし価値指標での品目分類ごとの生産計画案を作成し，当該活動地域
の卸売商業組織， 上級機関， 共和国商業省のしかるべき卸売組織に提出す
る。 (5)共和国工業省（・庁） ＝納入者，同工業合同，商業省はこの生産計画
(22) 《3KOHOM匹 ecKa只 raseTa》1981,N2. 33. 
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案を受領したのち必要ならば割当申請書の充足にむけた追加的措置を講じな
がら，詳細な商品生産計画案を連邦商業省，同工業省＝納入者，共和国ゴス
プランに付す。
ところが，この締結された協定が所期の目標を達成するためには，工業＝
納入側は注文や締結された納入契約にもとづいて経済的に根拠のある商品生
産計画案を作成しそれを適時に遂行すること，とりわけこれまでも繰り返し
強調されているように合同・企業ごとの課題を甲確にするかたちで生産の発
展と専門化，アソートメントの更新と拡大，品質の改善をすすめることが必
要である。一方，商業＝買い手側にはやはり需要にたいして経済的に根拠の
ある割当申請書の作成と工業への適時の提出，注文した商品の販売責任の引
上げが求められている。そしてこれを保障する目的でここでもさきの「消費
財納入規程」と同様に協定建反への諸種の罰金が制度化される。協定締結
の遅れまたは締結からの逸脱にたいしては1日につき 100ルーブリ（上限は
1,000ループリ），割当申請書の提出の遅れ，連邦商業省総管理局，共和国商
業卸売組織への生産計画案の提出の遅れないしその検討からの逸脱にたいし
ては 1日につき 50ルーブリ（上限は 500ルーブリ）の罰金がある。また，納
入側が期限，アソートメント，量の点で協定によって定められた商品納入を
保障しないときは 0.5％の罰金を買い手側に， 買い手側が協定で規定された
商品の受領を根拠なしに拒否したときには 0.5％の罰金を納入側にそれぞれ
支払わねばならない。
このような消費財納入システムと商・エ関係の一連の改善を通じて工業＝
生産者と商業の業務上の関係と交流が緊密となった。これによってたとえば
消費財の生産・流通問題も両者の合同会議で統一的・系統的に検討し，それ
をふまえて欠陥を除去するための諸種の共同措置が考案・遂行されることが、
容易になったといわれる。また，アソートメントの拡大や品質向上など消費
者需要の充足にかかわって今日直面している課題についても，契約義務の履
行にたいする統制の強化を通じて商・エ双方の責任が引上げられることが予
想される。
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しかし，こうした試みも今日なお試行段階にあることとも関連して目立っ
た成果をあげているわけではなく，現状ではまだ多くの問題点をかかえてい
るといわざるをえない。商・エ関係では工業＝生産者側が商業側から必要な
量の商品にたいする注文を受けとっておらず，一方，商業側も消費者が必要
とする商品を工業側から得ていないとし わヽれる。 B.シマンスキーは， ロシ
ア共和国における商業組織の割当申請書の充足割合が1979年から81年にかけ
て，家具で80彩から71%，ミシンで76％から53.5彩，洗濯機で100％から77
％，テレビで90彩から83.6彩，ラジオで93彩から80.5%などと軒並み低下し
ており，また工業側による衣服，綿製品，履物，食器などについての注文引
(23) 
受拒否量が増大したと指摘している。このことは当然，これらの商品にたい
する住民の需要の不充足をもたらさざるをえない。
その原因として工業企業の側でまず問題となるのは計画指標のあり方であ
る。労働支払，製品1単位当り原料支出，製品価格といった金額表示での指
標が，実際には大きなウエイトを占める「総生産額」指標と結びつくと過大
包装や高額・高級品志向など生産者側の利益を優先させる傾向がうまれる。
それゆえ， 「商業によって注文されたアソートメントごとの現物表示での商
（公）
品生産」指標のようなものが必要となってくる。商・エ間の経済連関の安定
性については5カ年で締結された協定が年4~5回も変更されきわめて不安定
なものになっているが，これは厳格に規制し協定ないし契約の遵守を保障し
なければならない。製品の品質向上の面でも事態は十分改善されているわけ
ではない。たとえばロシア共和国における1980年の不良品比率は，冷蔵庫で
(23) B. illHM8HCK雌， npo6“““83aU,“°iJeacm8U,”npo““““muocmuu mop-
208.Itu.《IlJJaHOBOeX03雌CTBO》1981,N9. 9, CTp. 34. 
(24) 消費財の生産。販売の計画化の改善における硯物指標の採用にたいしては，そ
の意義は認めつつ価値指標との関連づけも含めて需給隣係， 労働支払，価格形
成，資金調達，信用などの深い分析が必要との慎重な見解も根強い。 CM.P.Jlo-
KII!HH, Haniypa.Itb叫 eucmom、OC叩凶eno碑 3ame.ItU,8maHax npoU,380-
・ iJcmsa u pea屈 3OU,U,nompe6ume.ItbCKUX mosapoB,《n皿HOBOeX03雌CTBO》
1981, Ni!. 8, CTp. 56. 
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20彩，洗濯機で18.4%，家具で13%，皮靴で11彩，縫製品で10％となってい
(25) 
る。新製品への割増金の引上げや大量消費商品からの利潤を数年間企業の手
元に留保する方式が考えられる。経済的制裁もロシア共和国商業により80年
には納入側から 3億7,400万Jレーブリの罰金が徴収されたが，有効な作用を
果さなかったといわれる。罰金額を数倍に引上げながらそれを物質的報奨フ
ォンドの減少に連動させるシステムが提唱されている。
商業企業側でも，さきにみたような諸種の権限が付与されているにもかか
わらず，それが十分活用されないで計画・契約規律が弛綬するという問題が
生じている。したがって，商業の役割や権限をいっそう拡大・強化するとと
もにそれを実効あるものにするためには徴収した罰金のうち一定額を商業企
業の手元に留保できるような措置がとられるべきであろう。と同時に，さき
にみたように79年「7月決定」をふまえて住民の消費財需要の調査・予測，
商品資源の適正かつ円滑な割当てや利用，商業サービス水準の向上といった
商業企業活動の効率と質の引上げもあわせて追求することが求められてい
茫
おわりに
以上，今日のソ連では，第1に，住民の消費水準の向上，消費財需要の高
度化・多様化に対応した新たな需給バランスの効率的管理がせまられている
こと，第2に，計画的枠組みのなかでではあるが消費財の生産・流通システ
ムを消費者のニーズに対応させるべきであるという認識にたって商・エ関係
の連携の強化がはかられつつあること，をみてきた。これらの動きは結果と
して生産—流通ー一消費の相互作用過程における消費者選択の自由や消費
者主権の真の展開を不可避的に要請せざるをえないであろう。
しかし，他面，そうした試みもようやく途についたばかりで現状ではなお
(25) B.山皿aHCK雌， y匹 3,CO'l., CTp. 40: 
(26) TaM泣e,・cTp. 38-39. 
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十分な成果をあげているとはいえないことも明らかとなっている。 1982年1
月の党・政府決定「第11次5カ年計画期における商業のいっそうの発展と住
(27) 
民への商業サービスの改善について」でも，商業組織がまだ不十分にしか消
費財生産計画の作成に影蓉を及ぼしていないとして，生活必需品の生産減や
納入契約義務遮反を商業側が甘受している一方，各種商品にたいする需要の
判断の誤り，基地や倉庫にある商品の販売の中断，商品資源の配分•利用上
の欠陥，商業サービス改善の遅れなどが指摘されている。そして，あらため
て次の3つの課題，すなわち，（1）商業における科学・技術進歩の促進を通じ
た労働生産性の向上と住民への便宜の極大化，（2）小売商品取引と商品配分計
画の根拠づけの引上げと商品資源の利用改善およびその合理的支出，（3）ホズ
ラスチョートの促進，節約体制とロスの削減など，を提起している。
ここであげられている商業固有の裸題は，とはいえ，これまでみてきたよう
に商・エ関係を媒介として工業の計画化・管理， さらには国民経済全体の経済
運営メカニズムと不可分に結びついている。消費者サイドのニーズにこたえ
た消費財の生産・流通システムの創出は，直接的生産者・消費者としての勤
労者・住民の「下からの」国民経済計画化・管理メカニズムの抜本的で民主
主義的な改革のなかでのみ可能となりうる。その場合とくに，一方で，最終
国民経済成果の増大の重視， 「効率・質」課題の一義的追求， 資源・「生産
カ」の節約の過度の強調，ホズラスチョートの強化の財産責任の追求への一
面化傾向といった計画課題・指標や経済的刺激メカニズムの見直しと，他方
で，行政的で過度に集権的なまた複雑で錯綜した生産財・消費財の割当配分
方式やそこにおける「タテ関係」の強固に残存する経済管理機構の是正が不
可欠であろう。
社会主義のもとではじめてその硯実的根拠をもちうる「消費者の要求は生
産者にとっての法である」 (B. シマンスキー）原理， いいかえると真に商
業ないし消費者に依拠した消費財生産・流通の計画化・管理の実硯が硯在，
真正面から求められている。その場合の消費者主権は無条件の「絶対的消費
(27) 《CoBeTCKal!TOproB揺》 (ra3eTa)1982, N2. 10. 
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者主権」なのか，あるいは計画経済という枠内での制約された「合理的な消
費者主権」をこそ保障すべきであるのか，という J.ウィルチンスキーの提
(28) 
起した問題が検討されねばならない。この点は，硯代資本主義のもとでの「
消費者主権」との対比で重要であると思われる。また，本稿ではとくに商・
工関係に焦点をあてながら論じたが，消費者主権という場合，より直接的に
は生産・流通ー一消費，あるいは工業・商業＿消費者の相互作用のメカニ
ズムが問題となろう。商業ないし工業が消費者のニーズを正しく吸い上げる
一方，彼らに的確な情報・サービスを提供するといった双方の民主的なコミ
ュニケーション・ネットワークの形成とそこにおける消費者のイニシアチプ
は，ソ連ではどのような現状にあるのか。商業ないし工業の企業管理システ
ムとしてこの面でいかなる対応がなされようとしているのか。とはいえ，こ
れらの諸点の解明はなお残された課題である。
(28) J. Wilczynski, The Economics of Socialism, 3rd ed., George Allen & 
Unwin, 1977, pp. 95-96. 
印刷担当者のミスによる，つぎの誤植が発見されました。
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